給与収入のみである申立書

この申立書を提出する場合、以下の全ての条件を満たす必要があります。
　　内容を確認し、確認欄に○を付してください。
	確認欄
	条　　件

	
	労働契約の内容が確認できる書類（労働契約書、労働条件通知書等。以下「労働契約書等」という。）を提出できる。
※複数事業所で勤務していた場合は、すべての事業所の労働契約書等を提出できる。

	
	労働契約書等で年収見込みが算出できる（時給・勤務時間・勤務日数等が明記されている）。
※複数事業所で勤務していた場合は、すべての事業所の労働契約書等で年収見込みが算出できる。

	
	労働契約書等から見込まれる年間収入が収入限度額未満である。
※複数事業所で勤務していた場合は、各事業所において労働契約等から見込まれる年間収入を合算する。

	
	労働条件等が更新または変更された場合、その都度、内容がわかる書類等を提出する。


※いずれか該当しない場合は、この申立書及び労働契約書等ではなく、雇用証明書（共済組合様式）により、年間収入を算出します。
　※収入限度額は130万円（19歳以上23歳未満の方（組合員の配偶者を除く。）は150万円未満。60歳以上の方又は障害を事由とする年金を受給している方は180万円未満。）です。


　　被扶養者認定を受けようとする対象者は、給与収入のみであり、労働契約から見込まれる年間収入が収入限度額未満であることを申し立てます。

　　　年　　　月　　　日
記号番号　　　　　－　　　　　　　
組合員氏名　　　　　　　　　　　　　

被扶養者氏名　　　　　　　　　　　　
（被扶養者の自署の場合は押印不要です。）

　※扶養認定に瑕疵がある場合（申立てが事実と異なる等）、扶養認定時点から遡及して取消となる可能性がありますのでご注意ください。
